
新 温 泉 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書

新 温 泉 町

令 和 ７ 年 度



　（総　　　則）

令和７年度新温泉町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

業務の予定量は、次のとおりとする｡

（１）水洗化人口　 人

（２）年間有収水量　 ㎥

（３）主要な建設改良事業　 公共・特定環境保全下水道　　　　　　　下水道ストックマネジメント事業

事業 下水道施設浸水対策事業（耐水化）

下水道施設統廃合事業（詳細検討）

下水道事業（５事業） 処理場・管渠設備改築事業

　（収益的収入及び支出）

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入 　

第１款　下水道事業収益 千円

千円

千円

千円

支　　出

第１款　下水道事業費用 千円

千円

千円

千円

千円
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営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

第１項　

第２項　

第３項　

第１項　

第２項　

1,001

6,000

下水道事業会計

第４項　予 備 費

第３項　

3

801,888

748,251

46,636

878,830

253,445

625,382

　　　　　令和７年度新温泉町下水道事業会計予算

第１条　

第２条　

第３条　

10,905

1,245,610
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　（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額230,141千円は、当年度分
　   　損益勘定留保資金230,141千円で補てんするものとする。)

収　　入

第１款　資本的収入 千円

千円

千円

千円

千円

支　　出

第１款　資本的支出 千円

千円

千円

  （債務負担行為）
第５条　 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

  （企業債）
第６条　 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

第１項　

第２項　

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

第１項　

第２項　

第３項　

第４項　

企 業 債

出 資 金

補 助 金

負 担 金

計

償　還　の　方　法

千円 証書借入 年4.00％以内 　同上過疎対策事業債 3,000

256,000

462,951

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率

下水道事業債 153,000 千円

256,000

2,500

232,901

132,811

74,400

695,852

下水道事業会計

465,711

証書借入 年4.00％以内

　公的資金については、その融資条件により、銀行その他の場合に
は、その債権者と協定するものによる。
　ただし、財政の都合により、据置期間及び償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借換えすることができる。

下水道事業
資本費平準化債

100,000 千円 証書借入 年4.00％以内 　同上

期 間事 項

13,000
千円

 諸寄浄化センター他計装盤他改築事業 令和８年度

限 度 額



第７条　 一時借入金の限度額は、510,000千円と定める｡

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める｡

（１）営業費用及び営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第９条　 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　　　場合は、議会の議決を経なければならない｡

（１）職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第10条　 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、390,955千円である。

兵庫県美方郡新温泉町長　    西　村　　銀　三
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38,038

令和７年２月２６日　提出

下水道事業会計

　（一時借入金）
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収　　　入

予定額

1 ． 下 水 道 事 業 収 益 878,830

1 ． 営 業 収 益 253,445

1 . 使 用 料 252,218

2 . そ の 他 負 担 金 1,202

3 . そ の 他 営 業 収 益 25

2 ． 営 業 外 収 益 625,382

1 . 他 会 計 補 助 金 390,955

2 . 長 期 前 受 金 戻 入 222,132

3 . 雑 収 益 12,295

3 ． 特 別 利 益 3

1 . 固 定 資 産 売 却 収 益 1

2 . 過 年 度 損 益 修 正 益 1

3 . そ の 他 特 別 利 益 1

支　　　出

予定額

1 ． 下 水 道 事 業 費 用 801,888

1 ． 営 業 費 用 748,251

1 . 管 渠 費 38,190

2 . 処 理 場 費 221,936

3 . 総 係 費 52,137

4 . 減 価 償 却 費 435,788

5 . 資 産 減 耗 費 200

2 ． 営 業 外 費 用 46,636

（単位　千円）

款 項 目 備　　　　　　　　　考

下水道事業会計

令和７年度　新温泉町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
（単位　千円）

款 項 目 備　　　　　　　　　考



1 . 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 46,635

2 . 雑 支 出 1

3 ． 特 別 損 失 1,001

1 . 固 定 資 産 売 却 損 1

2 . 過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

4 ． 予 備 費 6,000

1 . 予 備 費 6,000

収　　　入

予定額

1 ． 資 本 的 収 入 465,711

1 ． 企 業 債 256,000

1 . 企 業 債 256,000

2 ． 出 資 金 132,811

1 . 出 資 金 132,811

3 ． 補 助 金 74,400

1 . 補 助 金 74,400

4 ． 負 担 金 2,500

1 . 負 担 金 2,500

支　　　出

予定額

1 ． 資 本 的 支 出 695,852

1 ． 建 設 改 良 費 232,901

1 . 建 設 改 良 費 232,900

2 . 固 定 資 産 購 入 費 1

2 ． 企 業 債 償 還 金 462,951

1 . 企 業 債 償 還 金 462,951
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款 項 目 備　　　　　　　　　考

（単位　千円）

資本的収入及び支出
（単位　千円）

款 項 目 備　　　　　　　　　考
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単位(千円)

Ⅰ 業務活動に伴うキャッシュ・フロー

(1) 当年度純利益 82,641

(2) 減価償却費 435,788

(3) 賞与引当金の増加額 60

(4) 貸倒引当金の増加額 0

(5) 長期前受金戻入 △ 222,132

(6) 支払利息及び企業債取扱諸費 46,635

(7) 未収金の減少額 0

(8) 未払金の増加額 0

(9) その他流動負債の増加額 0

小計 342,992

(10) 支払利息及び企業債取扱諸費 △ 46,635

業務活動に伴うキャッシュ・フロー　① 296,357

Ⅱ 投資活動に伴うキャッシュ・フロー

(1) 有形固定資産の売却による収入 0

(2) 有形固定資産の取得による支出 △ 232,900

(3) 国県補助金による収入 74,400

(4) その他投資活動による収入 2,500

投資活動に伴うキャッシュ・フロー　② △ 156,000

Ⅲ 財務活動に伴うキャッシュ・フロー

(1) 建設改良企業債発行による収入 156,000

(2) 建設改良企業債償還による支出 △ 462,951

(3) その他の企業債による収入 100,000

(4) 他会計からの出資による収入 132,811

財務活動に伴うキャッシュ・フロー　③ △ 74,140

Ⅳ 66,217

Ⅴ 1,079,773
Ⅵ 1,145,990

下水道事業会計

令和７年度新温泉町下水道事業会計予定キャッシュフロー計算書
(令和８年３月３１日現在)

当年度増減額　④＝①+②+③

当年度期首資金残高
当年度期末資金残高



１　総　　括

※(  )内は再任用短時間勤務職員・パートタイム会計年度任用職員の外書き

※総括表　上段の職員手当等及び法定福利費欄には、令和8年6月支給期末・勤勉手当等にかかる賞与引当金2,628千円が含まれています。

ア 会計年度任用職員以外の職員

イ 会計年度任用職員

※(  )内はパートタイム会計年度任用職員の外書き

 　　　　　　 　　　　　　 下水道事業会計 -7-

136 117 253
783 655 1,438

比　　　　　較
前  　年  　度

919 772 1,691

時間外
勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当 計

本  　年  　度

879 175 1,054

職員
手当
等の
内訳

区　 　  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
管理職
手　当

5,322 779 6,101
比　　　　　較    ( 0 ) 626 253

6,201 954 7,155
前　　年　　度    ( 2 ) 3,884 1,438

計
(千円)(人) (人)

本　　年　　度    ( 2 ) 4,510 1,691

特別職 一般職 報　　酬
(千円)

給　　料
(千円)

賃　　金
(千円)

手　　当
(千円)

1,400 178 263 600 2,186

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費 法　定

福利費
(千円)

合　　　計
(千円)

比　　　　　較 △ 492 323 △ 86 0
300 900 3,379 2,640 0 8,343

2,300 3,557 2,903 600 10,529
前  　年  　度 1,014 0 110
本  　年  　度 522 323 24 300

管理職
手　当

時間外
勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当 計

2,186 2,572 308 2,880

職員
手当
等の
内訳

区　 　  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

8,343 23,232 4,771 28,003
比　　　　　較 0 386
前　　年　　度 4 14,889

15,275 10,529 25,804 5,079 30,883
(人) (人)

本　　年　　度 4

一般職 報　　酬
(千円)

給　　料
(千円)

賃　　金
(千円)

手　　当
(千円)

計
(千円)

314 380 600 2,439

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費 法　定

福利費
(千円)

合　　　計
(千円)

特別職

3,295 0 9,781
比　　　　　較 △ 492 323 △ 86 0 1,400

600 12,220
前  　年  　度 1,014 0 110 300 900 4,162

計

本  　年  　度 522 323 24 300 2,300 4,476 3,675

通勤手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当

2,439 3,451 483 3,934

職員
手当
等の
内訳

区　 　  分 扶養手当 地域手当 住居手当

9,781 28,554 5,550 34,104
比　　　　　較  0  ( 0 ) 626 386

12,220 32,005 6,033 38,038
前　　年　　度  4  ( 2 ) 3,884 14,889

賃　　金
(千円)

手　　当
(千円)

計
(千円)(人) (人)

本　　年　　度  4  ( 2 ) 4,510 15,275

給　与　費　明　細　書

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費 法　定

福利費
(千円)

合　　　計
(千円)

特別職 一般職 報　　酬
(千円)

給　　料
(千円)



（千円）

386 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 50

昇 給 に 伴 う 増 加 分 88

そ の 他 の 増 減 分 248 他会計より　(２名)

他会計へ　　(２名)

2,439 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 323 地域手当　　   

そ の 他 の 増 減 分 2,116 扶養手当

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当　　   

勤勉手当　　   

児童手当　　   

会計年度任用職員期末手当　　   

会計年度任用職員勤勉手当

1,400

178

600

263

136

117

△ 492

△ 86

　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

給 料

6,144

△ 5,896

職 員 手 当 等

下水道事業会計　 -8-

２ 給 料 及 び 職 員 手 当 等 の 増 減 額 の 明 細

区　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　　　明



　

３　給料及び手当の状況

円

円

円

円

　（２）　初　　任　　給

上　　　級 １級29号給 225,600 円

中　　　級 １級19号給 210,600 円

初　　　級 １級９号給 194,500 円

そ　の　他 １級５号給 188,000 円

上　　　級 １級29号給 202,400 円

中　　　級 １級19号給 184,600 円

初　　　級 １級９号給 170,900 円

そ　の　他 １級５号給 166,600 円
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本年度

同じ

〃

〃

〃

前年度

同じ

〃

〃

〃

区　　　　　　分 一般行政職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

前　　年　　度

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） ３０９，２２５

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） ３３８，８７５

平 均 年 齢 （ 歳 ） ４１歳０６月

本　　年　　度

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） ３１７，５００

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） ３４１，８１７

平 均 年 齢 （ 歳 ） ４１歳０９月

　（１）　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職



級 職　員　数（人） 構　成　比（％）

６ 級

５ 級 1 25.0

４ 級 1 25.0

３ 級 1 25.0

２ 級

１ 級 1 25.0

計 4 100.0

６ 級

５ 級 1 25.0

４ 級 1 25.0

３ 級 1 25.0

２ 級

１ 級 1 25.0

計 4 100.0

本　年　度

前　年　度

下水道事業会計 -10-

　（３）　級　別　職　員　数

区　　　　分
一般行政職



　（４）　昇　給

職　　　員　　　数　　（Ａ）　　（人）

昇 給  に 係 る 職 員 数 （Ｂ）(人）

比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　（％）

職　　　員　　　数　　（Ａ）　　（人）

昇 給  に 係 る 職 員 数 （Ｂ）(人）

比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　（％） 100.0 100.0

下水道事業会計 -11-

　6号級 （人）

　8号級 （人）

1

　2号級 （人）

　4号級 （人） 3 3

100.0 100.0

前
年
度

4 4

4 4

　0号級 （人） 1

　6号級 （人）

　8号級 （人）

　0号級 （人） 1 1

　2号級 （人）

　4号級 （人） 3 3

主事 主事

区　　　　　　　　　分 合　　　　計 一般行政職

本
年
度

4 4

4 4

前年度 一般行政職 課長
課長

副課長
課長補佐

係長
係長
主査

２　　級 １　　級

本年度 一般行政職 課長
課長

副課長
課長補佐

係長
係長
主査

主事 主事

（ 級 別 の 基 準 と な る 職 務 ）

区　　　　　分 ６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級



　　 （月分） 　　 （月分）

兵庫県市町村職員
退職手当組合加入

一 般 会 計 の 制 度
（支 給 率 等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

（定年前1年につき3％を上
限に加算　最大45％）

その他の
加算措置等

備考

支 給 率 等 一般会計と同じ 一般会計と同じ 一般会計と同じ 一般会計と同じ 一般会計と同じ 一般会計と同じ

　（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分
２０年勤続の者（月

分）
２５年勤続の者

(月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

一 般 会 計 の 制 度 ２．３００ ２．３００ ４．６０ 有

前 年 度 ２．２５０ ２．２５０ ４．５０ 有

本 年 度 ２．３００ ２．３００ ４．６０ 有

区　　　　　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率　 支給率計

（月分）
職務上の段階・職務の
等級による加算措置

備考
６月 １２月

－ － －
代 表 的 な 特 殊 勤 務

手 当 の 名 称

　（６）　期末手当・勤勉手当

－ － －
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ） （％）

－ － －
給 与 総 額 に 対 す る

比 率 （％）

下水道事業会計 -12-

　（５）　特殊勤務手当

区　　　　　　　　分 全　　職　　種 一般行政職 技　能　労　務　職



　（８）　地　域　手　当　　　

　

　　 (％)

　 (人)

(％)

　（９）　そ　の　他　の　手　当　　　

　

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　　じ

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　　じ

下水道事業会計 -13-

支 給 対 象 職 員 数 4

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

2.0

区　　　　　　　　　　分 一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同

支　給　対　象　地　域 新 温 泉 町

支 給 率 2.0
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１ 千円 千円 千円 千円

（１）

ア 1,438,130

イ 1,041,828

△ 286,806 755,022

ウ 12,067,223

△ 3,311,392 8,755,831

エ 2,946,689

△ 2,096,018 850,671

オ 2,337

△ 2,141 196

カ 107,381

△ 72,259 35,122

キ 0

11,834,972

（２）

ア 0

0

下水道事業会計

令和７年度　新温泉町下水道事業貸借対照表（予定）

（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソフトウエア

無 形 固 定 資 産 合 計



（３）

ア 0

イ 0

0

11,834,972

２

（１） 1,145,990

（２） 40,238

（３） 0

1,186,228

13,021,200

３

（１）

ア
1,937,344

1,937,344

（２） 0

1,937,344

４

（１）

（２）

ア
445,696

445,696

-15-

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ･ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
あてるための企業債
企 業 債 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債
建設改良費等の財源に
あてるための企業債
企 業 債 合 計

下水道事業会計
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（３） 135,477

（４）

ア 7,967

7,967

589,140

５

（１） 8,416,173

（２） △ 2,855,497

5,560,676

8,087,160

６ 千円 千円 千円 千円

（１）

ア 2,014,943

イ 1,039,011

3,053,954

3,053,954

７

（１）

ア 683,284

イ 26,768

ウ 21,713

731,765

下水道事業会計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 等 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

他 会 計 出 資 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

資 本 金 剰 余 金 合 計



（２）

ア

1,148,321

1,148,321

1,880,086

4,934,040

13,021,200

-17-

利 益 剰 余 金

下水道事業会計

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　減価償却の方法 定額法による。

　主な耐用年数 建物　　 １７年～５０年

構築物 １０年～６０年

機械及び装置  ８年～２０年

車両運搬具　  ３年～　７年

工具器具及び備品　　  ３年～２０年

(2）無形固定資産

　　　減価償却の方法 定額法による。

　　　主な耐用年数 ソフトウェア　 ５年

引当金の計上方法

(1）退職給付引当金

(2）賞与引当金

(3）貸倒引当金

消費税及び地方消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ. 予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む)のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は2,044,418千円である。

Ⅲ. セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

　新温泉町下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、コミュニティ・プラ

ント事業の５事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおり。

下水道事業会計

注　　記

１.

２.

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上してい
ない。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担
に属する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不納見込額を計上している。

３.

１.

１.



報告セグメントごとの事業の内容

報告セグメントごとの財務情報

(令和7年4月1日～令和8年3月31日) 単位(千円)

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

他会計補助金

減価償却費

特別利益

特別損失

固定資産増加額
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２.

セグメント区分 事業の内容 処　理　区　域

公 共 下 水 道 事 業 し尿・生活排水の処理 浜坂処理区

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 事 業 し尿・生活排水の処理 諸寄処理区、居組処理区、温泉処理区

農 業 集 落 排 水 事 業 し尿・生活排水の処理
清富処理区、田井・指杭処理区、赤崎・和田処理区、二日市・福富処理区、栃谷・
田君処理区、古市・用土処理区、対田処理区、久谷処理区、久斗山処理区、多子・
切畑処理区、桐岡・丹土処理区、中処理区、飯野処理区、岸田処理区

漁 業 集 落 排 水 事 業 し尿・生活排水の処理 三尾処理区、釜屋処理区

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ ン ト 事 業 し尿・生活排水の処理 七釜・新市処理区、久斗処理区、塩山処理区

３.

項目 公共下水道事業
特定環境保全公共下
水 道 事 業

農業集落排水事業 漁業集落排水事業
コミュニティ・プラ
ン ト 事 業

合計

87,008 78,845 46,346 3,873 14,441 230,513

225,375 249,423 193,639 15,952 40,206 724,595

△ 138,367 △ 170,578 △ 147,293 △ 12,079 △ 25,765 △ 494,082

35,693 12,907 17,208 4,594 13,146 83,548

3,723,232 4,513,324 3,415,370 528,308 840,966 13,021,200

2,006,540 3,434,474 2,248,885 172,316 224,945 8,087,160

その他の項目

119,628 110,339 116,462 14,526 30,000 390,955

121,443 159,507 123,826 8,101 22,911 435,788

3 0 0 0 0 3

501 136 182 0 91 910

下水道事業会計

82,636 120,000 3,637 2,727 2,727 211,727
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１ 千円 千円 千円

（１） 231,563

（２） 1,500

（３） 332 233,395

２

（１） 19,903

（２） 143,382

（３） 42,401

（４） 442,884

（５） 0

（６） 0 648,570

△ 415,175

３

（１） 0

（２） 400,425

（３） 0

（４） 224,009

（５） 9,824 634,258

４

（１） 48,631

（２） 0 48,631 585,627

170,452

下水道事業会計

令和６年度　新温泉町下水道事業損益計算書（予定）
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 の 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取
扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益



５

（１） 0

（２） 0

（３） 0 0

６

（１） 0

（２） 1,304 1,304 △ 1,304

169,148

896,532

1,065,680
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特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

下水道事業会計

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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１ 千円 千円 千円 千円

（１）

ア 1,438,130

イ 1,041,828

△ 259,428 782,400

ウ 12,067,223

△ 2,981,092 9,086,131

エ 2,734,963

△ 2,028,949 706,014

オ 2,337

△ 1,859 478

カ 107,381

△ 68,817 38,564

キ 0

12,051,717

（２）

ア 0

0

下水道事業会計

令和６年度　新温泉町下水道事業貸借対照表（予定）

（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソフトウエア

無 形 固 定 資 産 合 計



（３）

ア 0

イ 0

0

12,051,717

２

（１） 1,079,773

（２） 40,238

（３） 0

1,120,011

13,171,728

３

（１）

ア
2,364,736

2,364,736

（２） 0

2,364,736

４

（１）

（２）

ア
462,951

462,951
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投資その他の資産

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ･ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
あてるための企業債
企 業 債 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債
建設改良費等の財源に
あてるための企業債
企 業 債 合 計

下水道事業会計
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（３） 135,477

（４）

ア 7,907

7,907

606,335

５

（１） 8,337,773

（２） △ 2,855,704

5,482,069

8,453,140

６ 千円 千円 千円 千円

（１）

ア 2,014,943

イ 906,200

2,921,143

2,921,143

７

（１）

ア 683,284

イ 26,768

ウ 21,713

731,765

下水道事業会計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 等 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

他 会 計 出 資 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

資 本 金 剰 余 金 合 計



（２）

ア

1,065,680

1,065,680

1,797,445

4,718,588

13,171,728
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資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

下水道事業会計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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収　　　入 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 878,830 887,485 △ 8,655

1. 営 業 収 益 253,445 252,487 958

1. 使 用 料 252,218 251,260 958 1. 下水道使用料 252,218 公共下水道施設

　 　浜坂処理区

特定環境保全公共下水道施設

　居組処理区

　諸寄処理区

　温泉処理区

農業集落排水処理施設

　久谷処理区

　田井・指杭処理区

　対田処理区

　二日市・福富処理区

　久斗山処理区

　和田・赤崎処理区

　栃谷・田君処理区

　清富処理区

　古市・用土処理区

　多子処理区

　飯野処理区

　丹土処理区

　岸田処理区

　中処理区

2,970

1,881

4,435

1,623

2,496

4,242

4,924

6,396

2,832

3,120

3,560

8,697

1,404

2,400

下 水 道 事 業

収 益

94,694

18,646

10,260

57,494

下水道事業会計

令和７年度　新温泉町下水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

款 項 目 比　較
節

説　　　　　　　明
区　　　分



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

漁業集落排水処理施設

　釜屋処理区

　三尾処理区

コミュニティ・プラント処理施設

　久斗処理区

　七釜・新市処理区

　塩山処理区

2. その他負担金 1,202 1,202 0 1. 負 担 金 900 都市計画下水道事業負担金

2. 分 担 金 302 下水道分担金

農業集落排水事業分担金

コミュニティ・プラント事業分担金

3. そ の 他 営 業 25 25 0 1. 手 数 料 25 責任技術者登録手数料

収 益 指定工事店等手数料

2． 営業外収益 625,382 634,995 △ 9,613

1． 他会計補助金 390,955 400,245 △ 9,290 1. 一 般 会 計 390,955 一般会計補助金

補 助 金 児童手当経費給付費

2. 長 期 前 受 金 222,132 223,947 △ 1,815 1. 長 期 前 受 金 222,132 長期前受金戻入

戻 入 戻 入

3. 雑 収 益 12,295 10,803 1,492 1. 土 地 使 用 料 23 土地占用料

2. そ の 他 営 業 外 12,272 共同汚水処理施設汚泥処理

収 益 負担金

3． 特別利益 3 3 0

1． 固 定 資 産 1 1 0 1. 固 定 資 産 1 固定資産売却益

売 却 益 売 却 益

2． 過 年 度 損 益 1 1 0 1. 過 年 度 損 益 1 過年度損益修正益

修 正 益 修 正 益

3. そ の 他 特 別 1 1 0 1. そ の 他 特 別 1 その他特別利益

利 益 利 益

-27-下水道事業会計

390,355

600

300

1

1

15

10

区　　　分

1,488

2,772

4,821

8,013

3,050

款 項 目 比　較
節

説　　　　　　　明
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支　　　出 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 801,888 783,361 18,527

1. 営 業 費 用 748,251 724,657 23,594

1. 管 渠 費 38,190 35,764 2,426 12. 備 消 品 費 1,802 マンホール等消耗品

16. 通 信 運 搬 費 2,119 電話代

17. 委 託 料 1,200 マンホール調査業務

18. 手 数 料 551 管路台帳システム利用料

19. 賃 借 料 94 土地借上料

20. 修 繕 費 9,858 機械設備等修繕費

23. 路 面 復 旧 費 3,437 マンホール段差修繕

24. 動 力 費 19,129 マンホールポンプ等動力費

2. 処 理 場 費 221,936 201,619 20,317 12. 備 消 品 費 5,508 施設維持消耗品

13. 燃 料 費 39 公用車燃料費他

14. 光 熱 水 費 1,010 水道代

16. 通 信 運 搬 費 1,781 電話代

17. 委 託 料 122,458 施設維持管理業務

汚泥収集運搬処分業務

保守点検業務他

18. 手 数 料 1,021 処理場内除草業務他

19. 賃 借 料 4 機械器具借上料

その他借上料

20. 修 繕 費 20,346 機械設備等修繕

24. 動 力 費 55,132 電気代、ガス代

25. 薬 品 費 4,939 高分子凝集剤他

29. 負 担 金 8,000 クリーンパーク北但汚泥処理料他

30. 保 険 料 1,698 火災保険料

3. 総 係 費 52,137 44,970 7,167 1. 給 料 15,275 職員給料4名

2. 手 当 10,029 扶養手当

地域手当

2

2

323

522

88,997

28,139

5,322

下 水 道 事 業

費 用

款 項 目 比　較
節

説　　　　　　　明
区　　　分

下水道事業会計



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員勤勉手当

3. 賞 与 引 当 金 2,628 8年6月支給期末・勤勉手当他

繰 入 額

4. 報 酬 4,510 会計年度任用職員　2人

6. 法 定 福 利 費 5,596 職員共済組合負担金

厚生年金保険料他

公務災害補償基金納付金

7. 退職手当組合 2,368 職員退職手当組合負担金

負 担 金

10. 厚 生 費 31 職員互助会補助金

11. 旅 費 175 費用弁償

普通旅費

12. 備 消 品 費 328 事務消耗品

13. 燃 料 費 388 公用車燃料費他

14. 印 刷 製 本 費 305 納付書他

16. 通 信 運 搬 費 646 郵便料

17. 委 託 料 6,565 電算業務委託

会計システム保守料他

検針業務委託他

18. 手 数 料 1,420 口座振替手数料他

19. 賃 借 料 972 有料道路通行料他

20. 修 繕 料 490 公用車等修繕費
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2,083

4,394

88

954

37

51

124

300

2,300

24

2,350

772

4,605

600

919

1,919

款 項 目 比　較
節

説　　　　　　　明
区　　　分
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（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

29. 負 担 金 202 日本下水道協会

兵庫県下水道協会

全国町村下水道推進協議会

兵庫県支部 30

研修負担金

地域環境資源センター

兵庫県農業集落排水事業連

絡協議会

30. 保 険 料 105 自動車損害保険料

31. 公 課 費 42 自動車重量税

32. 貸 倒 引 当 金 62 貸倒引当金

繰 入 額

4. 減 価 償 却 費 435,788 442,104 △ 6,316 1. 建 物 減 価 27,381 資産額   （1,041,827,877）

償 却 費

2. 構 築 物 減 価 330,927 資産額  （12,039,405,853）

償 却 費

3. 機械及び装置 73,754 資産額   （2,492,168,051）

減 価 償 却 費

4. 車 両 運 搬 具 283 資産額   （2,336,632）

減 価 償 却 費

5. 工具器具備品 3,443 資産額   （107,380,343）

減 価 償 却 費

5. 資 産 減 耗 費 200 200 0 1. 固 定 資 産 200 固定資産除却費

除 却 費

2. 営業外費用 46,636 52,253 △ 5,617

1. 支 払 利 息 及 び 46,635 52,252 △ 5,617 1. 企 業 債 利 息 45,580 公共下水道事業償還利子

企業債取扱諸費 特定環境保全公共下水道事

業償還利子

50

5

14,222

16,938

目 比　較
節

説　　　　　　　明
区　　　分

20

72

25

下水道事業会計

款 項



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

農業集落排水事業償還利子

漁業集落排水事業償還利子

2. 一 時 借 入 金 1,055 一時借入金利息

利 息

2. 雑 支 出 1 1 0 1. 雑 支 出 1 雑支出

3. 特別損失 1,001 451 550

1. 固 定 資 産 1 1 0 1. 固 定 資 産 1 固定資産売却損

売 却 損 売 却 損

2. 過 年 度 損 益 1,000 450 550 1. 過 年 度 損 益 1,000 過年度使用料還付金

修 正 損 修 正 損

4. 予備費 6,000 6,000 0

1. 予 備 費 6,000 6,000 0 1. 予 備 費 6,000
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1,481

下水道事業会計

款 項 目

12,939

比　較
節

説　　　　　　　明
区　　　分
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収　　　入 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 465,711 449,247 16,464

1. 企 業 債 256,000 229,200 26,800

1. 企 業 債 256,000 229,200 26,800 1. 企 業 債 256,000 下水道事業債

過疎対策事業債

下水道事業資本費平準化債

2. 出 資 金 132,811 131,277 1,534

1. 出 資 金 132,811 131,277 1,534 1. 一般会計出資金 132,811 一般会計出資金

3. 補 助 金 　 74,400 86,170 △ 11,770

1. 補 助 金 74,400 86,170 △ 11,770 1. 国 庫 補 助 金 74,400 社会資本整備総合交付金

4. 負 担 金 2,500 2,600 △ 100

1. 負 担 金 2,500 2,600 △ 100 1. 負 担 金 2,500 公共ます移設事業補償・県負担金

支　　　出 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 695,852 698,498 △ 2,646

1. 建 設 改 良 費 232,901 225,070 7,831

1. 建 設 改 良 費 232,900 218,000 14,900 17. 委 託 料 52,900 下水道施設浸水対策工事施工監理業務

委託

下水道事業統廃合（詳細検討）業務委託

ストックマネジメント計画策定業務委託

18. 工 事 請 負 費 180,000 下水道施設浸水対策工事

諸寄浄化センター他計装盤他改築工事

下水道マンホールポンプ設備改築工事

(その2)

下水道処理場・管渠設備改築工事

2. 固 定 資 産 1 7,070 △ 7,069 2. 車 輛 運 搬 具 1

購 入 費 購 入 費

区　　　分

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

款

153,000

100,000

下水道事業会計

資本的収入及び支出

款 項 目

3,000

比　較
節

説　　　　　　　明
区　　　分

項 目 比　較
節

説　　　　　　　明



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

2. 企業債償還金 462,951 473,428 △ 10,477

1. 企業債償還金 462,951 473,428 △ 10,477 1． 企業債償還金 462,951 公共下水道事業償還元金

特定環境保全公共下水道事業

償還元金

農業集落排水事業償還元金

漁業集落排水事業償還元金
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15,721

138,729

147,654

説　　　　　　　明
区　　　分

160,847

款 項 目 比　較
節


